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業績予想の修正に関するお知らせ 

 
 当社は最近の業績動向を踏まえ、下記のとおり 2022 年 2月 14 日に公表した 2022 年 12 月期第

2 四半期累計期間及び通期連結業績予想を修正致します。 

 

記 

 

１．2022 年 12 月期第２四半期累計期間連結業績予想値の修正(2022 年 1 月 1 日～2022 年 6月 30 日)   

  

売上高 

 

営業利益 

 

経常利益 

親会社株主に

帰属する 

四半期純利益 

1 株当たり 

四半期純利益 

前回発表予想(A) 

(2022 年 2 月 14 日発表) 

百万円 

640,000 

   百万円 

29,000 

   百万円 

27,000 

百万円 

  6,000 

     円  銭 

33.14 

今回修正予想(B) 655,000 36,700 46,300 31,000 171.18 

増減額(B)－(A) 15,000 7,700 19,300 25,000  

増減率(%) 2.3 26.6 71.5 416.7  

ご参考  

前期 (2021 年 12 月期 

第２四半期累計期間) 

693,358 47,566     50,206    △13,412 △91.93 

  

 

２．2022 年 12 月期通期連結業績予想値の修正(2022 年 1 月 1 日～2022 年 12 月 31 日)   

  

売上高 

 

営業利益 

 

経常利益 

親会社株主に

帰属する 

当期純利益 

1 株当たり 

当期純利益 

前回発表予想(A) 

(2022 年 2 月 14 日発表)  

百万円 

1,350,000 

   百万円

84,000 

   百万円 

79,000 

百万円 

  27,000 

     円  銭 

149.11 

今回修正予想(B) 1,500,000 84,000 85,000 32,000 176.69 

増減額(B)－(A) 150,000 － 6,000 5,000  

増減率(%) 11.1 － 7.6 18.5  

ご参考  

前期 (2021 年 12 月期)  
1,419,635 87,198     86,861  △12,094 △77.40 
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連結業績予想修正の理由 

 当１—６月期においては、半導体・電子材料セグメントが好調に推移しました。売上高は、数量減少等

があったものの円安や値上げ等により、期初予想値を小幅に上回る見込みです。営業利益は、原材料価

格上昇、電力等エネルギーコスト上昇、輸送費上昇等の影響は受けましたが、円安や値上げ等の売上増

により、期初予想値を 77 億円程度上回る見込みです。経常利益は、急速な円安進行により外貨建て資産

の評価益が発生し、金融収支も改善したことから期初予想値を 193 億円上回る見込みです。親会社株主

に帰属する四半期純利益も経常利益増加、一部の構造改革費用の計上が当期上半期から当期下半期に持

ち越されたこと等により期初予想値を 250 億円上回る見込みです。 

 当１—12 月期においては、売上は円安や値上げ等により期初予想値を上回る見込みですが、営業利益

は、原材料価格上昇、エネルギーコストの上昇、輸送費の上昇等の影響を受け、期初予想通りに据え置

きます。経常利益は外貨建て資産の評価益計上、金融収支改善により期初予想値を上回り、親会社株主

に帰属する当期純利益も期初予想値から上方修正します。 

 本資料に掲載されている業績予想等の将来に関する記述は、本資料の発表日現在において入手可能な

情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日現在における仮定を前提として

います。なお、法令に定めのある場合を除き、当社はこれらの将来予測に基づく記述を更新する義務を

負いません。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。業績

に影響を与える要素には、COVID-19 感染症拡大が世界経済に与える影響、世界情勢、ナフサ等原材料価

格、黒鉛電極等製品の需要動向及び市況、為替レートなどが含まれますが、これらに限定されるもので

はありません。 

      

以上 


